
第１号様式（第５条関係） 

  年  月  日 

狛江市長 宛て 

 

令和５年度狛江市電気料高騰対策支援金交付申請書 

 

令和５年度狛江市電気料高騰対策支援金交付要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 申請者情報 

住 所 

又 は 所 在 地 

〒 

法 人 名 

又 は 屋 号 

 
事 業 開 始 年 月 日 年 月 日 

氏 名 

又は代表者名 

 
電 話 番 号 

 

担 当 者 名  担 当 者 連 絡 先  

事 業 区 分 

□ 法人（狛江市へ法人設立（設置）届出書を提出している者） 

□ 個人事業者（青色申告を行った者）    

□ 個人事業者（白色申告を行った者） 

 

２ 交付申請額 

令和５年度４月分以降の任意の月の電気料金の金額                      円 ①  

①×40/100                                        円 ② 

②×６（千円未満切り捨て）                                円 ③ 

交付申請額（③の金額又は交付上限金額※のいずれか少ない金額を記載）            円  

※交付上限金額（法人 10万円、個人事業者５万円） 

 

３ 交付対象となる事業所等について 

事業所等名称  

事業所等住所 〒201- 東京都狛江市 

 

４ 振込先 

金 融 機 関 名 本・支店名 

銀行・信用金庫 

信用組合・農協 
本店 

支店 

口座種別 口 座 番 号（右詰めで記入） 

普通・当座        

口座名義人（カタカナ） 

                             

（注）振込口座は法人の場合は申請者の法人名義又は代表者名義のものに限る。個人事業者の場合は申請者名義のものに限る。 



 

５ 重要確認事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 申請に係る事業者等の情報は本件交付事業以外の目的には使用しません。       

 

 

市記入欄 

受付番号 
  

納税課確認日 年  月  日 １ 既に納期の経過した狛江市税を完納している。 

納税課確認者 

  ２ 納期の経過した狛江市税に未納がある。 

３ 狛江市税が賦課されていない。 

４ 支払が猶予されている狛江市税がある。 
 

宣  誓 ・ 同  意  事  項 

令和５年度狛江市電気料高騰対策支援金の申請に当たり、次のとおり宣誓及び同意します。 

１ 次に掲げる要件を全て満たしています。                          □ 

  イ．法人税法（昭和 40年法律第 34号）別表第１に規定する公共法人ではありません。 

  ロ．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）に規定する性風俗

関連特殊営業又は接客業務受託営業を行う者ではありません。 

  ハ．代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、狛江市暴力団排除条例（平成 25年

条例第 17号）第２条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団関係者ではありません。 

  ニ．宗教活動又は政治活動に関係する者ではありません。 

  ホ．営業に関して必要な許認可等を取得しています。 

  ヘ．納期限が到来した市税の滞納はありません。 

  ト．電気料金に関して、令和５年度中に国、都道府県及び市町村より他の補助金は受給していません。 

２ 申請書類に記載した内容に虚偽はありません。                       □ 

３ 今後も事業継続の意思があります。                                                        □ 

 

４ 納期限の到来した市税の納付状況及び法人の場合は法人設立（設置）届出書について照会・調査する

ことに同意します。                                                                       □ 

  

５ 申請内容等に疑義が生じた場合は、市の現地調査等に協力します。                            □ 

 

６ 申請内容等に虚偽が判明した場合は、本支援金の返還に速やかに応じます。 


